
決算書掲載頁　237

内
訳

社会教育関係課、その他市民の教育･啓発に係る社会教育活動を有機的･効率的に結び付け、市民の社会教育の推進
を図る。

研修会に参加し、社会教育に関する最近の情勢を知ることは重要なことであるので、引き続き、研修会へは積極的に参
加し、そこで得た情報や知識を施策に反映するようにする。
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組織や施設を効率的・効果的に活用し、施策を推進するためにコーディネートを行うことが必要である。
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研修会に参加し、社会教育に関する最近の情勢を知ることは重要なことであるので、引き続き、研修会へは積極的に参
加し、そこで得た情報や知識を施策に反映するようにする。
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事業：社会教育指導体制整備事業                           

社会教育関係課、その他市民の教育･啓発に係る社会教育活動を有機的･効率的に結び付け、市民の社会教育の推

進を図った。 

 

 

細事業：社会教育指導体制整備事業                    

社会教育の教育機能の向上や、指導者育成のために以下の事業を行った。 

 

１．各種研修事業 

 社会教育の機能向上、職員の資質向上のために、各種研修会への参加に努めた。 

  ＜参加した研修会＞ 

  (1) 近畿地区社会教育研究大会（９月５日 和歌山市） 

  (2) 日本ＰＴＡ全国研究大会近畿大会（１１月７日 神戸市） 

  (3) 全国社会教育研究大会三重大会（１０月２４・２５日 志摩市ほか） 

  (4) 中河内・南河内地区社会教育委員研究協議会（１月２３日 羽曳野市） 

  (5) 大阪府社会教育研究会議（２月１４日 大阪府庁） 

  (3) 社会教育施設職員の学び合い講座（７月～１２月 毎月１回 大阪教育大学） 

 

２．社会教育指導事業 

 社会教育の指導体制の整備のために、社会教育指導員を配置し、社会教育機能の向上を図った。 

 

３．調査・研究活動事業 

 南河内地区社会教育振興協議会や大阪府社会教育振興協議会等の各種協議会において、社会教育の指導体制や

機能向上のために、関係資料の収集や関係機関との意見交換などに努めた。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


